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当初予算事業概要（特別会計） 



平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

41,222 2

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 施設維持管理費
大井競馬益田場外発売所に係る施設維持管理経費（開催予定日数：274日）
　・光熱水費　　　　　　           　4,290千円
　・施設維持管理等委託料           　3,935千円　ほか

10,671 0

2 システム管理費
大井競馬益田場外発売所の発券機システムに係る保守委託等維持管理経費
　・トータリゼータシステム保守委託　22,000千円　ほか

24,146 0

3 施設貸付事務費
大井競馬益田場外発売所に係る消耗品等支出経費
　・消費税負担金　                   1,000千円　ほか

2,059 1

4
施設貸付事業施設維持
管理基金積立金

施設改修経費として基金へ積立て 4,066 1

5 周辺対策補助金
自治会による場外発売所周辺の清掃活動への助成金（70千円×4自治会）
　・緑ヶ丘第一、緑ヶ丘第二、松ヶ丘、緑ヶ丘南自治会

280 0

5,875,954 877,458

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費 高齢者福祉課介護給付係、事業者指導係職員8人分の人件費 48,011 48,011

2
介護保険システム改修
経費

平成31年度消費税対応のシステム改修経費 2,625 2,625

3 事業者指導経費
事業者指定及び指導に係る事務経費
　・旅費、需用費、役務費 　　　　　　　   234千円

234 234

4 退職手当負担金
退職手当事業の運営を行う島根県総合事務組合へ給料額を基に算出した負担金
（8人分）

3,825 3,825

5 介護保険事務費
介護給付事務（証発送郵券料、電話料等）に係る経費
　・旅費、需用費、役務費   　  1,261千円
　・使用料及び賃借料等　         264千円

1,525 1,524

6 介護認定事務経費

要介護認定のための訪問調査及び認定に関する事務経費
　・嘱託職員人件費(6人)　　　 13,764千円
　・認定調査票、燃料費、電話料、調査委託料、車両リース料、各種申請
　　書印刷経費等　　　　　　　 3,295千円
　・主治医意見書料委託料等
　　　主治医意見書　　　　　　19,413千円（4,290件）
　　　（国保連合会払15,238千円（3,370件）　直接払 4,175千円（920件））
　　　認定調査料　   　　　　　5,739千円（1,940件）
　　　（国保連合会払 5,071千円（1,710件）　直接払   668千円（230件））

42,211 42,211

7
益田地区広域市町村圏
事務組合介護保険費負
担金

益田市、津和野町、吉賀町で事務を共同処理するために組織された益田地区広域市町村
圏事務組合の介護保険認定審査会事務経費に係る負担金

16,956 16,956

8 趣旨普及費
介護保険制度等住民周知用のパンフレット作成及び広報発行等に係る経費
　市広報紙掲載2回（介護保険制度、介護保険特別会計決算状況等）　パンフレット代

672 672

9
介護保険計画推進事業
費

介護保険推進協議会委員10人（年4回開催）、地域密着型サービス運営委員会10人（年3
回開催）の開催経費
　・報酬429千円  ・交通費44千円  ・需用費等647千円

1,120 1,120

10 賦課徴収費
納付書作成、決定通知書、督促状発送など送付郵券料及び口座振替処理等の手数料
　・需用費639千円  ・役務費2,821千円  ・負担金166千円

3,626 3,476

11
居宅介護サービス等給
付費負担金

要介護認定者が、居宅介護サービス（通所介護、訪問介護、訪問看護等）を受けたとき
の介護給付費
　・33,300件

1,838,000 232,722

12
地域密着型介護サービ
ス給付費負担金

要介護認定者が、地域密着型介護サービス（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共
同生活介護等）を受けたときの介護給付費
　・8,100件

1,118,000 141,557

13
施設介護サービス等給
付費負担金

要介護認定者が、介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医
療施設等）に入所しそれぞれの機能に応じたサービスを受けたときの介護給付費
　・6,500件

1,753,000 221,960

14 福祉用具購入費負担金
要介護認定者が利用する福祉用具の購入費
　・200件

6,000 760

15 住宅改修費負担金
要介護認定者が手すりの取付けや段差解消など住宅改修を行うための介護給付費
　・150件

13,000 1,646

16
介護サービス計画給付
費

要介護認定者の介護サービス計画（ケアプラン）作成費
　・14,100件

186,000 23,551

17
特例居宅介護サービス
等給付費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

18
特例地域密着型介護
サービス給付費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

19
特例施設介護サービス
等給付費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

20
特例居宅介護サービス
計画給付費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

21
介護予防サービス等給
付費負担金

要支援認定者が、在宅サービス（訪問看護等）を受けたときの介護予防サービス給付費
　・4,800件

79,000 10,003

（単位：千円）

【介護保険特別会計】

（単位：千円）

【施設貸付事業特別会計】
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

22
地域密着型介護予防
サービス等給付費負担
金

要支援認定者が、地域密着型介護サービス（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共
同生活介護等）を受けたときの地域密着型介護予防サービス等給付費
　・260件

17,000 2,152

23
介護予防福祉用具購入
費負担金

要支援認定者が利用する福祉用具の購入費
　・80件

3,000 380

24
介護予防住宅改修費負
担金

要支援認定者が手すりの取付けや段差解消など住宅改修を行うための介護給付費
　・110件

10,000 1,266

25
介護予防サービス計画
給付費

要支援認定者の介護予防サービス計画（ケアプラン）作成費
　・3,800件

17,000 2,152

26
特例介護予防サービス
等給付費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

27
特例地域密着型介護予
防サービス等給付費負
担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

28
特例介護予防サービス
等計画給付費

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

29 高額介護サービス費
要介護認定者の介護サービスの利用者負担額が一定の上限額を超えたときに支払う高額
介護サービス費
　・11,000件

117,000 14,814

30
高額介護予防サービス
費

要支援認定者の介護サービスの利用者負担額が一定の上限額を超えたときに支払う高額
介護予防サービス費
　・90件

200 25

31
高額医療合算介護サー
ビス費

要介護認定者が介護保険と医療保険それぞれの負担額が長期にわたり重複する世帯に、
年単位で一定の上限額を超えたときに支払う高額医療合算介護サービス費
　・1,000件

26,000 3,292

32
高額医療合算介護予防
サービス費

要支援認定者が介護保険と医療保険それぞれの負担額が長期にわたり重複する世帯に、
年単位で一定の上限額を超えたときに支払う高額医療合算介護予防サービス費
　・30件

150 19

33
特定入所者介護サービ
ス費負担金

低所得の要介護認定者が、施設サービスや短期入所サービスを利用したとき食費・居住
費について、補足給付される特定入所者介護サービス費
　・6,400件

190,000 24,057

34
特定入所者介護予防
サービス費負担金

低所得の要支援認定者が施設サービスを利用したとき食費・居住費について、補足給付
される特定入所者介護予防サービス費
　・90件

1,000 127

35
特例特定入所者介護
サービス費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

36
特例特定入所者介護予
防サービス費負担金

緊急、やむを得ない事由により、介護認定を受ける前に給付する場合や市町村が認める
特定団体が給付サービスを実施する場合の給付費   存目計上

1 0

37 審査支払手数料
介護保険請求書の審査支払手数料（国保連合会へ支払）
　・70,517件

6,000 760

38 訪問型サービス事業費
要支援認定者等が訪問型サービスを受けたときの訪問型サービス給付費等
　・報償費、旅費、需用費、役務費34千円　・委託料、補助金等41,636千円

41,670 5,282

39 通所型サービス事業費
要支援認定者等が通所型サービスを受けたときの通所型サービス給付費等
  ・委託料、補助金等

114,314 14,489

40
介護予防ケアマネジメン
ト事業費

要支援認定者、事業対象者の介護予防ケアマネジメント（ケアプラン）作成費
　・3,930件

16,665 2,112

41
介護予防普及啓発事業
費

介護予防に関する知識の普及や啓発を行うためにパンフレットの作成配布・講演会・教
室等を開催する。
・各地区介護予防教室(運動・栄養・口腔等を中心とした取組み）
・元気なからだづくり体操教室「まめな教室」
・心の健康づくり普及事業
　　・報酬等：1,172千円（嘱託職員1人）・賃　金：　212千円  ・報償費：486千円
　　・旅　費：  104千円　 　　　　　　・需用費：1,576千円　・役務費：519千円
　　・委託料：　750千円　　　　　 　　・使用料：　169千円

4,988 633

42
地域介護予防活動支援
事業費

介護予防に資する住民の通いの場の活動を支援することで、効果的に介護予防の地域展
開を行う。
・介護予防・生きがい活動　　　　　 　473千円・小野・安田保健福祉センター〕
　（認知症予防・閉じこもり防止・生きがい活動・運動機能向上教室の実施）
・介護予防事業　　　　　　　　　　 5,800千円
　（介護予防コーディネーターの配置（2名））
・健康相談　　　　　　　　　　　　   396千円
・高齢者食生活改善事業　           1,383千円
  （委託先・益田市食生活改善推進協議会）
・高齢者の生きがいと健康づくり事業 7,507千円
  委託先　・老人クラブ連合会（文化祭・友愛訪問・芸能スポーツ等）
  　      ・シルバー人材センター（シルバー駅前サロン）
　　      ・益田市社会福祉協議会（いきいきサロン）
  　      ・匹見地域健康づくりの会
　　      ・健康ますだ市21推進協議会
・住民グループ支援事業               800千円
  委託先・老人クラブ（匹見老々デイ)
　　・報酬等：4,668千円　 ・賃　金： 326千円　　・報償費：　330千円
　  ・旅　費：　 66千円   ・需用費： 952千円　  ・役務費：　452千円
　　・委託料：9,562千円　 ・使用料：   3千円

16,359 2,074

43
地域リハビリテーション
活動支援事業費

リハビリテーション専門職により、高齢者の介護予防の取組みを総合的に支援する。
・地域ケア会議等における助言
　・報償費：216千円　　旅費：36千円

252 32

（単位：千円）
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

44 一般職給与費
地域支援事業の推進（包括支援センターの後方支援含む）のために配置する専門職
（社会福祉士・保健師・主任介護支援専門員） 3人分の人件費

23,205 23,205

45 総合相談事業費

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、相談を受け地域における適
切な保健・医療・福祉サービスの利用につなげる等の支援を行う。
　・東部・中部、西部、美都、匹見地域包括支援センター委託経費
　・4包括支援センター連絡会 月1回
　
　　・旅　費： 　143千円     ・需用費：526千円
　　・役務費：　 120千円　 　・使用料：191千円
　　・委託料：86,253千円　   ・負担金： 15千円

87,248 16,947

46
地域ケア会議推進事業
費

介護等が必要な高齢者が住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支援していくことを目
的に多職種により構成される会議を開催する。
　・個別ケースを検討する会議（自立支援にむけた多職種で検討する会議）（市主催）
　・各圏域の地域ケア会議（各地域包括支援センター主催）
　・益田市地域ケア会議（市全体の地域課題を検討する会議（市主催）委員12人）

    　・報　酬：2,045千円　・共済費：　307千円　・報償費：  246千円
　　　・旅　費：  137千円　・需用費：   73千円　・役務費：   20千円
　　　・委託料：  110千円　・使用料及び賃借料　1,557千円

4,495 873

47 退職手当負担金
退職手当事業の運営を行う島根県総合事務組合へ給料額を基に算出した負担金
（3人分）

1,872 1,872

48
地域包括支援センター
運営協議会経費

地域包括支援センター運営協議会の開催経費
　委員13人　2回開催

　　・報酬：167千円　・旅費：20千円　・需用費：5千円　・役務費：4千円

196 38

49 権利擁護事業費

高齢者虐待を防止するために、虐待の早期発見・予防のための見守り活動や発見した虐
待への具体的対応や介入へのネットワークの構築等を行う。
また、権利擁護を目的としたサービス及び仕組みを有効活用し、ニーズに即したサービ
ス利用のために関係機関と連携を図る。
　・高齢者虐待対応ケア会議　委員9人　4回開催
　・研修会の開催　1回
　・益田鹿足成年後見センター、高齢者虐待対応専門職チームとの連携
　
    ・報　酬：205千円　 ・報償費： 30千円　 ・旅　費： 76千円
　　・需用費： 49千円 　・役務費：  5千円　 ・負担金： 20千円

385 75

50
ケアマネジメント支援事
業費

高齢者に対して包括的かつ継続的なサービスが提供されるよう、地域の多様な社会資源
を活用したケアマネジメント体制の構築を支援する。また、介護支援専門員が抱える支
援困難事例について、地域関係者や関係機関と連携のもと、具体的な支援方法を検討し
指導助言などを行う。
　・介護支援専門員・サービス事業者等への研修会1回
　・主任介護支援専門員フォローアップ研修等への支援
　・介護支援専門員連絡会の開催
　・個別事例に対する相談・支援
　・事例検討会
　
　　・報償費：60千円　・旅費：116千円　・需用費：9千円　・役務費：69千円

254 49

51
介護給付費等適正化事
業費

介護保険制度の趣旨徹底や良質な事業展開のための情報提供、介護給付で不要なサービ
スが提供されていないかの検証等、利用者に適切なサービスを提供できる環境整備を行
う。
　（認定調査の適正化、ケアプランの点検、医療情報との突合）
　　・報酬  ：1,013千円　・共済費：162千円　・旅費：42千円
　　・需用費：　　9千円　・役務費：  7千円　

1,233 239

52 家族介護支援事業費

要介護者を介護する家族への支援として、より安心して介護ができるよう介護知識や技
術の講習会、介護者同士の交流会、認知症高齢者の見守り体制構築等を行う。
　・家族介護教室　　　　  760千円
　「はつらつ介護ふれあい支援事業」
　　　委託：通所事業所・介護者の会（美都・匹見）等　12か所
　・認知症家族支援事業　  120千円
　　　委託：認知症家族会2か所
　　　　　「だいこんの花」啓発事業の実施
　・認知症高齢者見守り事業 50千円
　　　・認知症高齢者家族やすらぎ支援
　　　　　　委託：シルバー人材センター
　　　・認知症緊急対応訪問サービス
　　　　　　委託：通所介護事業所
 
　　・委託料：930千円

930 181

53
認知症サポーター等養
成事業費

認知症に関する正しい知識と理解の普及啓発に推進するために、キャラバンメイトを中
心に地域や職域で認知症の人やその家族を支える認知症サポーターを増やしていく。
　・認知症サポーター養成　　・キャラバンメイト交流会
　
　　・需用費：73千円　・役務費：10千円

83 16

（単位：千円）
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整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

54
成年後見制度利用支援
事業費

判断能力が不十分で、四親等以内の親族が成年後見開始申立てを行う見込みのない者に
対して、市長が代わって申立てを行う経費
　・成年後見制度市長申立て支援
　　　役務費：357千円（6人分）
　・成年後見制度利用支援助成（後見人報酬）
　　　補助金：960千円（4人分）

1,317 244

55 住宅改修支援事業費

介護予防支援又は居宅介護支援の提供を受けていない要介護者等に対して介護支援専門
員が住宅改修に係る理由書を作成した場合に助成金を交付する。
　・住宅改修に関する理由書作成サービス　20件
　　　補助金：40千円

40 8

56
地域自立生活支援事業
費

高齢者が地域において可能な限り自立した生活が営めるよう事業を実施する。
　・シルバーハウジング生活援助員派遣事業  3,108千円
 　(高齢者の生活面や健康面での不安に対応するために、生活援助員を派遣し高齢者
　  の安否確認や生活相談等を実施して高齢者の安心を確保する。)
　・配食サービス事業　　　　　　　　　　　5,730千円
　（独居や高齢者世帯で、調理が困難で安否確認が必要な方に対して、食事の提供と
　　安否確認を行う。）
　　　・益田：4,560食　　・美都：1,080食　　・匹見：768食
　・介護相談員派遣事業　　　　　　　　　  1,167千円
　（介護相談員が介護サービス提供の場を訪ね、サービス利用者やその家族からの相
  　 談等に応じることで、介護サービス提供事業者の問題改善や質の向上を図る。）
　・安心見守りネットワーク事業　　　　　 12,400千円
　（高齢者世帯における家庭内の事故や、生活・身体等の相談に随時の対応（24時間
　　コールセンターへの電話で、専門職が適切な相談指示を行う）、必要時は連絡が
　　入る。）
　
　・報　酬：　 740千円　・旅      費：365千円　・役務費：144千円
　・委託料：21,034千円　・備品購入費： 60千円　・負担金補助及び交付金：62千円

22,405 3,477

57
在宅医療・介護連携推
進事業費

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者に、在宅医療と介護サービスを一体的に提
供するために，医療機関と介護サービス事業所などの関係者の連携を推進する。
　・地域の医療・介護サービス資源の把握
　・在宅医療介護連携推進協議会の開催（委員12人）
　・在宅医療・介護関係者の研修（益田市医師会委託）
　・支援者の在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置（益田市医師会委託）
　
　・報　酬：　212千円 　・旅　費：　 9千円
　・需用費：   15千円 　・役務費：　31千円　・委託料：　6,546千円

6,813 1,325

58
生活支援体制整備事業
費

生活支援及び介護予防に係る体制整備を推進する事業
 「生活支援コーディネーター」や「協議体」を設置し、地域全体で多様な主体（ボラン
ティア・社会福祉法人・NPO・民間等）による生活支援・介護予防サービス提供（地域サ
ロンの開催・見守り・ゴミ出し等）を推進していく。
　・協議体の会議の開催
　・生活支援コーディネーターの設置
　
 ・報酬  ：3,077千円 ・共済費：492千円　 ・旅　費：140千円　 ・需用費：847千円
 ・役務費： 20千円　 ・使用料及び賃借料：422千円 ・負担金補助及び交付金：7千円

5,005 972

59 認知症総合支援事業費

認知症高齢者や家族が安心して暮らしていけるように支援するための事業を総合的に実
施する。
　・認知症地域支援推進員を設置
　・認知症初期集中支援チームの設置（松ヶ丘病院委託）
　・認知症ケアパスの運用
　・認知症対応ケア会議開催　委員8人　4回開催
　
　　・報酬  ：2,410千円  ・共済費：357千円　・旅　費：  172千円
    ・需用費：　371千円　・役務費： 85千円　・委託料：1,560千円
　　・使用料及び賃借料　169千円

5,124 995

60
高額介護予防サービス
費相当事業等費

要支援認定者等の総合事業によるサービスの利用負担額が一定の上限額を超えた時に支
払う高額介護予防サービス費に相当する事業と総合事業と医療保険それぞれの自己負担
額が長期にわたり重複する世帯に年単位で一定の上限額を超えた時に支払う高額医療合
算介護予防サービス費に相当する事業

2,441 309

61 審査支払手数料 介護予防・日常生活支援総合事業請求書の審査支払手数料（国保連合会へ支払） 891 113

62
介護給付費準備基金積
立金

介護給付費準備基金利息、第１号被保険者介護保険料余剰分 14,389 0

63
第１号被保険者保険料
還付金

第1号被保険者介護保険料の過年度還付金 1,200 0

64
第１号被保険者還付加
算金

第1号被保険者介護保険料過年度還付加算金 15 0

65
介護保険費国県支出金
等返還金

国庫支出金・県支出金の精算返還金 1 1

66 予備費 予備費を計上 1,000 0

（単位：千円）
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4,949,129 1,390,192

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費 国民健康保険事業に係る10人分の人件費 57,892 57,892

2 退職手当負担金
退職手当事業の運営を行う島根県総合事務組合へ給料額を基に算出した負担金
（10人分）

5,182 5,182

3 国民健康保険事務費 被保険者証の交付・更新処理、給付処理、及び法改正対応システム改修等事務経費 13,638 10,907

4
国保連合会事務費負担
金

島根県国民健康保険団体連合会事務費等法令外負担金 3,016 3,016

5 賦課徴収事務費 保険税の賦課及び徴収等事務経費 5,616 1,711

6 運営協議会経費

国保事業の運営に関する重要事項を審議するため、益田市国民健康保険条例に基づき設
置している益田市国民健康保険事業運営協議会開催経費
・委員定員15人、年2回開催（定例2回）
〔委員報酬〕(会長6,800円＋委員6,400円×12人）×2回
〔費用弁償〕1回当たり33,000円×2回
　　　　　　国保運営協議会会長連絡会（大田市）20,320円　ほか

264 264

7 趣旨普及費 国保制度の趣旨普及のための市広報掲載経費 141 141

8 療養給付費【一般】
一般被保険者に係る療養の給付費
・0～ 6歳（就学前）、70～74歳の一般　8割
・7～69歳、70～74歳の現役並み 　     7割

2,932,190 0

9 療養給付費【退職】
退職被保険者等に係る療養の給付費
・0～ 6歳（就学前）　　　　　　　　　8割
・7～64歳       　　　　　　　　   　7割

10,000 0

10 療養費【一般】
一般被保険者に係る療養費
・0～ 6歳（就学前）、70～74歳の一般　8割
・7～69歳、70～74歳の現役並み      　7割

19,000 0

11 療養費【退職】
退職被保険者等に係る療養費
・0～ 6歳（就学前）　　　　　　　　　8割
・7～64歳　        　　　　　　 　　 7割

100 0

12 審査支払手数料
島根県国民健康保険団体連合会へ委託しているレセプト審査に係る手数料
・診療報酬診査支払手数料　　　　　　53円×176,980件＝9,379,940円
・レセプト電算処理システム手数料　0.68円×176,980件≒　120,000円

9,500 0

13 高額療養費【一般】 一般被保険者に係る自己負担限度額超過分を高額療養費として支給 444,187 0

14 高額療養費【退職】 退職被保険者等に係る自己負担限度額超過分を高額療養費として支給 1,500 0

15
高額介護合算療養費
【一般】

一般被保険者に係る8月から翌年7月の1年間の医療費自己負担額及び介護保険自己負担額
の合算による計算で、限度額超過分を支給

250 0

16
高額介護合算療養費
【退職】

退職被保険者等に係る8月から翌年7月の1年間の医療費自己負担額及び介護保険自己負担
額の合算による計算で、限度額超過分を支給

1 0

17 移送費【一般】
一般被保険者が、医師の指示により、緊急的な必要があって移送された場合の経費につ
いて支給

100 0

18 移送費【退職】
退職被保険者が、医師の指示により、緊急的な必要があって移送された場合の経費につ
いて支給

1 0

19 出産育児一時金
被保険者の出産に関して、条例に基づいて支給
　420千円×30件　※産科医療補償制度に未加入の場合は、404千円

12,600 12,600

20 支払手数料
出産育児一時金を医療機関へ直接支払をするため、支払業務を国保連合会に委託する手
数料

7 7

21 葬祭費 被保険者の死亡に関して、条例に基づいて支給 　30千円×100件 3,000 3,000

（単位：千円）

【国民健康保険事業特別会計　事業勘定】
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整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

22
一般被保険者医療給付
費納付金

島根県内の医療費総額等を基準として、被保険者数等に応じて負担する納付金 944,246 867,955

23
退職被保険者医療給付
費納付金

島根県内の医療費総額等を基準として、被保険者数等に応じて負担する納付金 199 193

24
一般被保険者後期高齢
者支援金納付金

後期高齢者医療制度のために、各保険者の被保険者数等に応じて負担する納付金 278,660 278,660

25
退職被保険者後期高齢
者支援金納付金

後期高齢者医療制度の財源として、各保険者の被保険者数等に応じて負担する納付金 75 75

26 介護納付金
介護給付及び介護サービス等に要する費用について、各保険者の被保険者数等に応じて
負担する納付金

90,356 90,356

27 特定健康診査等事業費

高齢者の医療の確保に関する法律により、保険者に義務化された特定健康診査・特定保
健指導の実施経費（人間ドック上乗せ分を含む。）
〔平成31度の目標〕特定健康診査の実施率　52%
　　　　　　　　　特定保健指導の実施率　30%
・特定健康診査個人負担額　　500円
・人間ドック（対象人員）400人（個人負担） 8,000円
・脳ドック　（対象人員)  55人（個人負担）12,600円

64,119 21,281

28 健康づくり推進事業費
被保険者の健康の保持増進等のために実施する人間ドック経費　〔対象人員〕10人
※特定健診対象者に係るものは除く。

364 364

29
医療費適正化対策事業
費

医療費適正化に係る事業経費
・レセプト（診療報酬明細書）入力・点検　5,880千円
・第三者行為求償　　　　　　　　　　　　　450千円
・医療費通知　　　　　　　　　　　　　　2,250千円
・後発医薬品使用促進通知等　　　　　　　1,020千円　ほか

9,625 86

30
国民健康保険事業基金
積立金

運用等利息の積立て 10 0

31 市債償還金
平成27年度に島根県国民健康保険広域化等支援基金から借入れた「保険財政自立支援事
業貸付金」の償還
〔借入金額〕160,000千円　〔償還〕32,000千円×5年（平成29年～平成33年）

32,000 32,000

32 一時借入金利子 一時借入金の利子　※一時借入金限度額　300,000千円 319 319

33
一般被保険者保険税還
付金

一般被保険者に係る過年度分における保険税の過誤納還付金 3,001 3,001

34
退職被保険者等保険税
還付金

退職被保険者等に係る過年度分における保険税の過誤納還付金 150 150

35 返還金 前年度国庫負担金等の確定に伴う返還 1 1

36
一般被保険者還付加算
金

一般被保険者に係る過年度分における保険税の還付加算金 30 30

37
退職被保険者等還付加
算金

退職被保険者等に係る過年度分における保険税の還付加算金 1 1

38
匹見澄川診療施設勘定
繰出金

特別調整交付金で交付される診療施設の運営等に要する経費相当額を診療施設勘定に繰
出す。

3,991 0

39
匹見道川診療施設勘定
繰出金

特別調整交付金で交付される診療施設の運営等に要する経費相当額を診療施設勘定に繰
出す。

2,797 0

40 予備費 予備費を計上 1,000 1,000

12,077 11,527

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 診療施設運営経費

美都地域の住民が安心して暮らしていけるための医療の確保と保健・福祉・医療連携の
基軸の役割を担う。
　・美都診療所
　・二川出張診療所
　・東仙道出張診療所

11,977 11,427

2 予備費 予備費を計上 100 100

（単位：千円）

（単位：千円）

【国民健康保険事業特別会計　美都診療施設勘定】

法定年齢以外

40歳から74歳
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

17,240 3,426

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 診療施設運営経費

匹見下地区の住民を中心に医療の提供を行う。開設日：週3日（月・水・金曜日）
医師等の人件費、施設や往診車の管理運営経費
　・人件費　　　　　　  　7,902千円
　・施設維持管理委託料　  　751千円
　・地域医療研修等助成金　  300千円　ほか

10,630 3,325

2 医療用機械器具費

診療に必要な医療用機器の経費
　・心電計リース料　　　　  365千円
　・分包機リース料　　　　　248千円

613 0

3 医療用消耗器材費
診療所に必要な医療用消耗品代
　・医療用消耗品　　　　 　 166千円

166 0

4 医療品衛生材料費
診療所に必要な医薬品衛生材料費
　・医薬品代　  　　　　　5,700千円

5,700 0

5 血液検査委託費
診療所に係る臨床検査委託料
　・血液検査委託料　　　   　30千円

30 0

6 前年度繰入金精算金 前年度一般会計からの繰入金に係る精算金 1 1

7 予備費 予備費を計上 100 100

11,598 6,025

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 診療施設運営経費

道川地区の住民を中心に医療の提供を行う。開設日：週2日（火・木曜日）
医師等の人件費、施設や往診車の管理運営経費
　・人件費　　　　　　 　 6,728千円
　・施設維持管理委託料　  　725千円　ほか

8,987 5,924

2 医療用機械器具費
診療に必要な医療用機器の経費
　・心電計保守点検委託料　   52千円
  ・心電計リース料　        334千円

386 0

3 医療用消耗器材費
診療所に必要な医療用消耗品代
　・医療用消耗品　　 　　 　100千円

100 0

4 医療品衛生材料費
診療所に必要な医薬品衛生材料費
　・医薬品代　　　　　　  2,000千円

2,000 0

5 血液検査委託費
診療所に係る臨床検査委託料
　・血液検査委託料　　　  　 24千円

24 0

6 前年度繰入金精算金 前年度一般会計からの繰入金に係る精算金 1 1

7 予備費 予備費を計上 100 100

1,327,866 862,521

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費 後期高齢者医療保険事業に係る3人分の人件費 22,450 22,450

2 退職手当負担金
退職手当事業の運営を行う島根県総合事務組合へ給料額を基に算出した負担金
（3人分）

2,148 2,148

3
後期高齢者医療保険事
務費

島根県後期高齢者医療に係る郵券料及びシステム関連の事務経費
　・担当課長会議等旅費　 42千円　　・被保険者証印刷費　146千円
　・被保険者証等送付　2,834千円　　・後期高齢者医療システム保守　140千円

3,162 3,162

4 徴収事務経費
後期高齢者医療保険料の徴収業務に係る事務経費
　・納付書等印刷　　                  415千円
　・納付書送付及び口振手数料　　　　　811千円

1,226 1,125

5
後期高齢者医療広域連
合保険料等納付金

島根県後期高齢者医療広域連合への保険料等納付金
　・保険料等徴収分　　　　　　　　464,343千円
　・低所得者に対する保険料軽減分　176,658千円

641,001 176,658

6
後期高齢者医療広域連
合療養給付費納付金

島根県後期高齢者医療広域連合への療養給付費市町村負担金（負担率は療養費の1/12）
　・療養給付費納付金　　　　　　　656,877千円

656,877 656,877

7
後期高齢者医療保険料
還付金

後期高齢者医療保険料の過年度分の還付金 900 0

8 前年度繰入金精算金 前年度一般会計からの繰入金に係る精算金 1 1

9
後期高齢者医療保険料
還付加算金

後期高齢者医療保険料の過年度分の還付金に係る加算金 1 0

10 予備費 予備費を計上 100 100

【国民健康保険事業特別会計　澄川診療施設勘定】

（単位：千円）

【国民健康保険事業特別会計　道川診療施設勘定】

【後期高齢者医療特別会計】
（単位：千円）

（単位：千円）
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

39,189 11,843

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 管理事業費 市有林財産造成及び保全のため森林施業を実施する際の事務費及び管理事業費 10,165 1,178

2 拡大造林事業費
市有林財産造成及び保全のため森林施業を実施する。
　・大潰奥市有林：搬出間伐31.00ha、森林作業道新設：3,000m

17,814 0

3 市有林保育事業費
市有林の保育管理と育成のため、島根県森林環境保全造林事業補助金等を活用し、次の
施業を実施する。
　・石塔寺山林：除伐3.00ha、枝打ち1.26ha

1,088 543

4 市債償還金 公有林整備事業債の元金償還金 6,932 6,932

5 市債償還金 公有林整備事業債の利子償還金 3,089 3,089

6 前年度繰入金精算金 前年度繰入金の精算 1 1

7 予備費 予備費を計上 100 100

77,224 17,236

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費 造林受託事業に係る職員の人件費 10,001 10,001

2 管理事業費
(国)森林研究・整備機構分収造林事業事務費及び分収造林地の管理事業費
　・現在契約団地 55団地（3者契約）

24,172 628

3 退職手当負担金 造林受託事業に係る職員の退職手当負担金 791 791

4 林野事業基金積立金 林野事業基金の利子相当額の積立て 87 0

5 水源林整備事業費

(国)森林研究・整備機構分収造林地の保育管理を実施（保育施業及び作業道開設）
　・現在契約団地 55団地（3者契約）
　　　下刈17.84ha、除伐･裾枝払7.82ha、除伐Ⅱ5.67ha、切捨間伐32.13ha、
　　　搬出間伐8.87ha、林業機械道開設1,600m、トラック道開設1,000m

21,993 0

6 管理事業費
・島根県林業公社分収造林事業事務費及び分収造林地の管理事業費
・県公社造林推進協議会負担金

417 226

7 公社造林事業費
島根県林業公社、市と山林所有者の3者で契約した分収造林地の保育管理を実施
　保育間伐　52.3ha

9,397 0

8 管理事業費
(国)森林研究・整備機構分収造林事業及び島根県林業公社分収造林事業以外の事業の事
務費及び管理事業費

3,602 940

9 その他造林事業費

(国)森林研究・整備機構分収造林事業及び島根県林業公社分収造林事業以外の事業の保
育管理を実施
　・財産区有林事業（下刈3.73ha、除伐・裾枝払10.44ha）
　・その他造林受託（登山歩道刈払29,000m、環境保全林整備12.18ha、
　　　　　　　　　　林道刈払38,400m）

6,664 4,550

10 予備費 予備費を計上 100 100

5,054 2

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 管理会経費 年に4回匹見財産区管理会を開催する。 219 1

2 匹見財産区基金積立金 匹見財産区基金の利子相当額の積立て 20 1

3
造林受託事業特別会計
繰出金

造林受託事業特別会計への繰出金
　・事業自体は、造林受託事業特別会計の（項）その他受託事業費で実施
　　〔内容〕歩道刈払等

168 0

4 水源林整備事業費 島根県水源林造林協議会負担金（会員割、件数割、事業割） 39 0

5
造林受託事業特別会計
繰出金

造林受託事業特別会計への繰出金
　・事業自体は、造林受託事業特別会計の（項）その他受託事業費で実施
　　〔内容〕下刈3.73ha、除伐・裾枝払10.44ha

4,608 0

（単位：千円）

【市有林事業特別会計】

（単位：千円）

【匹見財産区特別会計】

【造林受託事業特別会計】

（単位：千円）
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

212,802 92,876

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費

農業集落排水事業に係る職員の人件費（1人分）
・給料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,914千円
・職員手当等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,956千円
・共済費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,233千円

7,103 7,103

地方公営企業の適用に向けた作業に要する経費

・印刷製本費、消耗品費等　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　137千円

・法適化事務支援、資産調査、会計システム導入業務等委託料　　  　 　14,010千円

農業集落排水処理施設使用料の賦課徴収に要する経費
・納付書印刷製本費、通信費等                                      　　464千円
・検針及び検針水量の電算データ処理に要する経費　　　　 　         　1,175千円
・農業集落排水処理施設使用料システムの保守及びリース料等        　　1,118千円

4 退職手当負担金
農業集落排水事業に係る職員の人件費（1人分）
・退職手当負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　666千円

666 666

農業集落排水事業の推進及び関係団体等との相互連携等に要する経費

○水洗化率（平成29年度末）：84.9%

・関係する団体等と相互連携し事業推進に要する旅費　　 　　　　　　　　  14千円

・円滑な事業推進を図るための職員の研修費　　　　　　               　　14千円

・一般事務機器の備品購入等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 40千円

・つなぎ込みの推進を図るための経費　　　　　　　                   　　21千円

・地域資源循環技術センター年会費　　　　　                         　　20千円

・消費税及び地方消費税納付金　                                    　1,179千円

農業集落排水処理施設等の維持管理に要する経費

・適切な施設の維持管理を図るための職員の研修費　　                  　 59千円

・消耗品費等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　149千円

・通信運搬費　                                                       　10千円

・法定検査（浄化槽法11条）等に要する経費                          　 　73千円

・処理施設外建物損害保険料　                                       　 124千円

・移動脱水車外業務用車両に要する経費  　                         　 1,150千円

・通報システム電柱添架等賃借料　                                   　 261千円

農業集落排水処理施設等の維持管理及び汚泥の処分に要する経費

・動力費、薬品費、光熱水費　　                                 　　18,000千円

・修繕料  　　　　　　                                    　　　　　4,000千円

・通信運搬費　　                                                 　   340千円

・汚泥検査料　                                                  　  　651千円

・処理施設維持管理等業務委託料                                 　　14,202千円

・設備分解整備業務委託料　　                                  　　  8,525千円

・施設保守点検業務委託料　　　                                  　　8,096千円

・汚泥運搬処分業務委託料　　　                                　  　5,729千円

・汚泥減容化装置等リース料　                                 　　　 2,737千円

・備品購入費　                                 　　　　 　　　　　　　218千円
農業集落排水施設について、今後長期にわたり安定した処理能力を保持するため、国庫
補助事業を活用し、施設の稼働状況及び経年変化に応じた更新・改造工事を実施する。
○横田安富地区　〔事業施工期間　平成26年度～平成31年度〕

・脱臭装置整備工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 17,000千円

○益田地区（横田安富・仙道・宇津川）　〔事業施行期間　平成31年度～〕

・施設機能診断委託料　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　 6,000千円

・事業を施工するために必要となる事務費〔旅費、庁費〕  　　        　  100千円

地方債の元金償還金

・財務省                                                       　　51,828千円

・地方公共団体金融機構　                                      　   29,728千円

地方債の利子償還金

・財務省                                                      　 　11,945千円

・地方公共団体金融機構 　                                      　   5,755千円

・その他　　　 　                                　　　　　      　   131千円

11 一時借入金利子 一時借入金の利子 [一借限度額　50,000千円] 　 　　　　　　　　　　　　　30千円 30 30

464,981 171,713

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費

公共下水道事業に係る職員の人件費（7人分）
・給料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　23,867千円
・職員手当等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  12,955千円
・共済費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,889千円

44,711 44,711

地方公営企業の適用に向けた作業に要する経費

・円滑な事業推進を図るための職員の研修等　　　　　　　　　　　　　　 145千円

・資料図書、消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64千円

・法適化事務支援、会計システム導入業務委託料　　　  　　　　　　　 3,113千円

5 総務管理事務費 1,288 1,288

6 一般管理費 1,826 1,826

【農業集落排水事業特別会計】

2
地方公営企業法適用化
事業費

14,147 47

2,757 03 使用料賦課徴収事務費

7 処理施設維持管理費

8 農業集落排水事業費

（単位：千円）

17,831 17,831

（単位：千円）

3,322 22

62,498 7,231

23,100 100

81,556 56,7549 市債償還金

10 市債償還金

【公共下水道事業特別会計】

2
地方公営企業法適用化
事業費
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平成31年度当初予算事業概要（特別会計）

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

公共下水道使用料及び受益者負担金の賦課徴収に要する経費

・納付書印刷製本費、通信運搬費等　　　　　　　　　　　　　　 　　　　672千円

・検針及び検針水量の電算データ処理に要する経費　　　　　　　　　　 1,348千円

・公共下水道使用料システムのリース料及び保守料等　　　　　　　　　 1,281千円

・公共下水道負担金システムの保守料　　                      　　　 　240千円

4 退職手当負担金
公共下水道事業に係る職員の人件費（7人分）
・退職手当負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,700千円

3,700 3,700

公共下水道事業の推進及び関係団体等との相互連携等に要する経費

○水洗化率（平成29年度末）：57.8%

・関係する団体等と相互連携し事業推進に要する旅費　　 　　　　　　　  150千円

・円滑な事業推進を図るための職員の研修費　　　　　　　　　　　　　 　557千円

・下水道台帳システム保守料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2,654千円

・一般事務機器の備品購入等　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     40千円

・下水道台帳システムのリース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,904千円

・つなぎ込みの推進を図るための経費　　　　　　　　　　　 　　　　 　　31千円

・日本下水道協会等会員負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　70千円

・下水道排水設備指定工事店の認定に要する経費　　　　　　　 　　 　　　25千円

公共下水道施設の維持管理に要する経費

・適切な施設の維持管理を図るための職員の研修費　　　　　　 　　　 　　92千円

・水質管理センター外施設損害保険料　　　　　　　　　　　　　　　　　 178千円

益田水質管理センター及び中継ポンプの維持管理並びに汚泥の処分に要する経費

・動力費、薬品費、光熱水費            　　　　　　　　　　　 　　  7,721千円

・二次処理水ポンプ外修繕料        　                 　　　　 　　 3,559千円

・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 120千円

・汚泥検査料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　300千円

・施設維持管理委託料                　　　　　　　　　　　 　　　  7,310千円

・施設保守点検業務委託料　                　　　　　　　　 　　　 　 116千円

・汚泥運搬処分業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　  4,033千円

・公共下水道監視システム使用料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28千円

中須雨水排水ポンプ場及び雨水幹線等の維持管理に要する経費

・動力費、燃料費　　　　　　          　　　　　　　　　　　　  　 3,987千円

・雨水排水路修繕料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 800千円

・通信運搬費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　60千円

・施設保守点検業務委託料　                　　　　　　　　 　　　 　 522千円

・雨水排水ポンプ場施設維持管理委託料  　　　　　　　　　　 　　　  1,728千円

・雨水幹線維持管理委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 170千円

・鉄道用地借地料（明見雨水幹線）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  30千円

公共下水道管路施設の維持管理に要する経費

・修繕費（管路施設等）　　　　　 　　　                      　　　　300千円

○全体計画〔平成24年3月変更〕
　処理区域面積　　 　　　　　　1,119ha
　計画区域内人口  　　　　　　25,700人
　計画処理能力   　 　　　　　13,600㎥/日

○都市計画決定〔平成24年10月変更〕

　面積487ha

○事業認可〔平成31年3月変更（予定）〕

　予定処理区域面積　　　　 　　　182ha
　予定処理人口　　　　　　　 　4,600人
　計画日最大汚水量　　　　　 　2,700㎥/日

・益田駅南地区測量調査設計等業務委託 　　 　         　　　 　　　74,000千円

・工損事後調査業務委託　　　　　　 　　　 　               　　　  8,000千円

・あけぼの工区汚水管路工事〔L=400m〕 　　 　 　　　　  　　　　　 44,000千円

・公共ます設置工事〔20基〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　2,000千円

・支障水道管等の移設補償費等　 　　　　　　　　　　　　　　　　　  7,000千円

・事業を施行するために必要となる事務費〔人件費、旅費、庁費〕　 　  4,000千円

中須雨水管路中島工区を整備する。

○事業施行期間　

　平成30年度～平成33年度

○事業概要　

　中島雨水管渠〔L＝200ｍ〕 

・工損事後調査業務委託　　　　　　 　　　 　               　　　  2,000千円

・雨水管路整備工事　　　　　　　　　　　　                         8,800千円

・中島工区水路用地購入に係る経費　　　　　　　　　　　    　　　　　 400千円

・支障水道管等の移設補償費等　 　　　　　　　　　　　　　　　　　    800千円

・事業を施行するために必要となる事務費〔旅費、庁費〕 　              400千円

地方債の元金償還金

・財務省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　84,246千円

・日本郵政グループ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 27,566千円

・地方公共団体金融機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 52,166千円

・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　 244千円

11 浸水対策下水道事業費 12,400 1,000

12 市債償還金 164,222 88,722

8
雨水排水施設維持管理
費

7,297 7,297

（単位：千円）

9 管路施設維持管理費 300 0

10 下水道整備事業費 139,000 589

3,541 0

5 総務管理事務費 6,431 0

6 一般管理費 270 0

23,187 07
水質管理センター維持
管理費

3 使用料賦課徴収事務費
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整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

地方債の利子償還金

・財務省　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  16,344千円

・日本郵政グループ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 12,669千円

・地方公共団体金融機構　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 26,824千円

・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　　　　 599千円

14 一時借入金利子 一時借入金の利子 [一借限度額　200,000千円]　　　　　　　　　　　　　 164千円 164 164

22,358 2

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 駐車場管理運営費

市立駐車場の安全かつ衛生的で快適な利用のための管理運営事業
〔事業内訳〕
・駐車場管理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,523千円
・システム機器保守管理業務委託料　　　　　　　　　　　　　　　4,663千円
・錦町駐車場土地賃借料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,290千円
・駐車場整備工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,000千円
・益田駅前ビルEAGA管理負担金　　　　　　　　　　　　　　　　　2,724千円
・その他維持管理費（駐車券等消耗品、光熱水費、緊急修繕料等）　4,131千円

22,331 1

2 駐車場事業基金積立金 市立駐車場の維持管理等に要する経費に充てるための基金積立 27 1

166,274 37,824

整理
番号

事　業　名　称 事　業　内　容　及　び　主　な　事　業　費 事業費
 うち
 一般財源

1 一般職給与費

益田川左岸北部地区土地区画整理事業に伴う職員2人分の人件費
　事業期間　平成17年度～32年度
　施行面積　47.8ha
　進捗率（事業費ベース）　平成30年度末 99.2%　平成31年度末 99.3%

16,342 16,342

2 退職手当負担金

益田川左岸北部地区土地区画整理事業に伴う職員2人分の人件費
　事業期間　平成17年度～32年度
　施行面積　47.8ha
　進捗率（事業費ベース）　平成30年度末 99.2%　平成31年度末 99.3%

1,517 1,517

3
土地区画整理保留地処
分金事業費

益田川左岸北部地区土地区画整理事業の事業推進を図るため下記の事業を保留地処分金
事業として実施する。

・給水管引込み工事
　　　 500,000円×1式
・進入路設置費
　　　2,000,000×１式
　事業期間　平成17年度～32年度
　施行面積　47.8ha
　進捗率（事業費ベース）　平成30年度末 99.2%　平成31年度末 99.3%

7,850 0

4
市有財産活用推進事業
費

宅地建物取引業者の仲介により保留地の売買が成立した際に、媒介報酬を支払う。
（売買価格の3%　1,000円未満切捨て）
　平成31年度当制度による保留地売却見込み区画数　22区画（平均価格5,300千円）
　5,300千円×22区画×3%×1.1

3,848 0

5
土地区画整理事業基金
積立金

益田川左岸北部地区土地区画整理事業に伴う基金積立金 116,752 0

6 市債償還金 平成17年度から22年度の長期債借入れに伴う元金償還 18,793 18,793

7 市債償還金 事業財源の起債に係る借入利子 1,172 1,172

【駐車場事業特別会計】

（単位：千円）

【土地区画整理事業特別会計】

（単位：千円）

13 市債償還金 56,436 25,508

（単位：千円）
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